
戦後 50 年（1995 年）の村山富市首相の談話 

 

  先の大戦が終わりを告げてから、50 年の歳月が流れました。今、あらため て、あの戦争によって犠

牲となられた内外の多くの人々に思いを馳（は）せる とき、万感胸に迫るものがあります。 敗戦後、

日本は、あの焼け野原から、幾多の困難を乗りこえて、今日の平和 と繁栄を築いてまいりました。こ

のことは私たちの誇りであり、そのために注がれた国民の皆様一人一人の英知とたゆみない努力に、私

は心から敬意の念を 表わすものであります。ここに至るまで、米国をはじめ、世界の国々から寄せら

れた支援と協力に対し、あらためて深甚な謝意を表明いたします。また、ア ジア太平洋近隣諸国、米

国、さらには欧州諸国との間に今日のような友好関係 を築き上げるに至ったことを、心から喜びたい

と思います。 平和で豊かな日本となった今日、私たちはややもすればこの平和の尊さ、有難（ありが

た）さを忘れがちになります。私 たちは過去のあやまちを二度と繰り返すことのないよう、戦争の悲

惨さを若い世代に語り伝えていかなければなりません。 とくに近隣諸国の人々と手を携えて、アジア

太平洋地域ひいては世界の平和を確かなものとしていくためには、なにより も、これらの諸国との間

に深い理解と信頼にもとづいた関係を培っていくことが不可欠と考えます。政府は、この考えにも と

づき、特に近現代における日本と近隣アジア諸国との関係にかかわる歴史研究を支援し、各国との交流

の飛躍的な拡大を はかるために、この 2 つを柱とした平和友好交流事業を展開しております。また、

現在取り組んでいる戦後処理問題につい ても、わが国とこれらの国々との信頼関係を一層強化するた

め、私は、ひき続き誠実に対応してまいります。 いま、戦後 50 周年の節目に当たり、われわれが銘記

すべきことは、来し方を訪ねて歴史の教訓に学び、未来を望んで、 人類社会の平和と繁栄への道を誤

らないことであります。 わが国は、遠くない過去の一時期、国策を誤り、戦争への道を歩んで国民を

存亡の危機に陥れ、植民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対して多大

の損害と苦痛を与えました。私は、未来に誤ち無からしめんとするが故に、疑うべくもないこの歴史の

事実を謙虚に受け止め、ここにあらためて痛切な反省の意を表し、心からのお詫びの 気持ちを表明い

たします。また、この歴史がもたらした内外すべての犠牲者に深い哀悼の念を捧（ささ）げます。 敗

戦の日から 50 周年を迎えた今日、わが国は、深い反省に立ち、独善的なナショナリズムを排し、責任

ある国際社会の 一員として国際協調を促進し、それを通じて、平和の理念と民主主義とを押し広めて

いかなければなりません。同時に、わが国は、唯一の被爆国としての体験を踏まえて、核兵器の究極の

廃絶を目指し、核不拡散体制の強化など、国際的な軍縮を 積極的に推進していくことが肝要でありま

す。これこそ、過去に対するつぐないとなり、犠牲となられた方々の御霊（みたま）を鎮めるゆえんと

なると、私は信じております。 

 

戦後 60 年（2005 年）の小泉純一郎首相の談話 

 

私は、終戦 60 年を迎えるに当たり、改めて今私たちが享受している平和と繁栄は、戦争によって心な

らずも命を落とされた多くの方々の尊い犠牲の上にあることに思いを致し、二度と我が国が戦争への道

を歩んではならないとの決意を新たにするものであります。 先の大戦では、300 万余の同胞が、祖国を



思い、家族を案じつつ戦場に散り、戦禍に倒れ、あるいは、戦後遠い異郷の地に亡くなられています。 ま

た、我が国は、かつて植民地支配と侵略によって、多くの国々、とりわけ アジア諸国の人々に対して多

大の損害と苦痛を与えました。こうした歴史の事実を謙虚に受け止め、改めて痛切な反省と心からのお

詫びの気持ちを表明するとともに、先の大戦における内外のすべての犠牲者に謹んで哀悼の意を表しま 

す。悲惨な戦争の教訓を風化させず、二度と戦火を交えることなく世界の平和 と繁栄に貢献していく決

意です。 戦後我が国は、国民の不断の努力と多くの国々の支援により廃虚から立ち上がり、サンフラン

シスコ平和条約を受け入れて国際社会への復帰の第一歩を踏み出しました。いかなる問題も武力によら

ず平和的に解決するとの立場を貫き、ODA や 国連平和維持活動などを通じて世界の平和と繁栄のため

物的・人的両面から積極的に貢献してまいりました。 我が国の戦後の歴史は、まさに戦争への反省を行

動で示した平和の 60 年であります。 我が国にあっては、戦後生まれの世代が人口の 7 割を超えていま

す。日本国民はひとしく、自らの体験や平和を志向する 教育を通じて、国際平和を心から希求していま

す。今世界各地で青年海外協力隊などの多くの日本人が平和と人道支援のために活躍し、現地の人々か

ら信頼と高い評価を受けています。また、アジア諸国との間でもかつてないほど経済、文化等幅 広い分

野での交流が深まっています。とりわけ一衣帯水の間にある中国や韓国をはじめとするアジア諸国とは、

ともに手を 携えてこの地域の平和を維持し、発展を目指すことが必要だと考えます。過去を直視して、

歴史を正しく認識し、アジア諸 国との相互理解と信頼に基づいた未来志向の協力関係を構築していきた

いと考えています。 国際社会は今、途上国の開発や貧困の克服、地球環境の保全、大量破壊兵器不拡散、

テロの防止・根絶などかつては想像 もできなかったような複雑かつ困難な課題に直面しています。我が

国は、世界平和に貢献するために、不戦の誓いを堅持 し、唯一の被爆国としての体験や戦後 60 年の歩

みを踏まえ、国際社会の責任ある一員としての役割を積極的に果たしていく考えです。 戦後 60 年とい

う節目のこの年に、平和を愛する我が国は、志を同じくするすべての国々とともに人類全体の平和と繁

栄を実現するため全力を尽くすことを改めて表明いたします。 

 

戦後 70 年（2015 年）の安倍晋三首相の談話 

 

終戦 70 年を迎えるにあたり、先の大戦への道のり、戦後の歩み、20 世紀という時代を、私たちは、心

静かに振り返り、その歴史の教訓の中から、未来への 知恵を学ばなければならないと考えます。 100 年

以上前の世界には、西洋諸国を中心とした国々の広大な植民地が、広がっていました。圧倒的な技術優位

を背景に、植民地支配の波は、19 世紀、ア ジアにも押し寄せました。その危機感が、日本にとって、近

代化の原動力となったことは、間違いありません。アジアで最初に立憲政治を打ち立て、独立を守り抜き

ました。日露戦争は、植民地支配のもとにあった、多くのアジアやア フリカの人々を勇気づけました。 

世界を巻き込んだ第 1 次世界大戦を経て、民族自決の動きが広がり、それまで の植民地化にブレーキが

かかりました。この戦争は、1000 万人もの戦死者を出す、悲惨な戦争でありました。人々は「平和」を

強く願い、国際連盟を創設し、不戦条約を生み出しました。戦争自体を違法化する、新たな国際社会の潮

流が生まれました。 当初は、日本も足並みを揃（そろ）えました。しかし、世界恐慌が発生し、欧米諸

国が、植民地経済を巻き込んだ、経済のブロック化を進めると、日本経済は大きな打撃を受けました。そ

の中で日本は、孤立感を深め、外交的、経済的な行き詰まりを、力の行使によって解決しようと試みまし



た。国内の政治システムは、その歯止めたりえなかった。こうして、日本 は、世界の大勢を見失ってい

きました。 満州事変、そして国際連盟からの脱退。日本は、次第に、国際社会が壮絶な犠牲の上に築こ

うとした「新しい国際秩序」への「挑戦者」となっていった。進むべき針路を誤り、戦争への道を進んで

行きました。 そして 70 年前。日本は、敗戦しました。 戦後 70 年にあたり、国内外に斃れたすべての

人々の命の前に、深く頭を垂れ、痛惜の念を表すとともに、永劫 （えいごう）の、哀悼の誠を捧げます。 

先の大戦では、300 万余の同胞の命が失われました。祖国の行く末を案じ、家族の幸せを願いながら、戦

陣に散った方々。終戦後、酷寒の、あるいは灼熱（しゃくねつ）の、遠い異郷の地にあって、飢えや病に

苦しみ、亡くなられた方々。 広島や長崎での原爆投下、東京をはじめ各都市での爆撃、沖縄における地

上戦などによって、たくさんの市井の人々が、無残にも犠牲となりました。 戦火を交えた国々でも、将

来ある若者たちの命が、数知れず失われました。中国、東南アジア、太平洋の島々など、戦場 となった

地域では、戦闘のみならず、食糧難などにより、多くの無辜の民が苦しみ、犠牲となりました。戦場の陰 

には、深く名誉と尊厳を傷つけられた女性たちがいたことも、忘れてはなりません。  

 何の罪もない人々に、計り知れない損害と苦痛を、我が国が与えた事実。歴史とは実に取り返しのつ

かない、苛烈なもの です。一人一人に、それぞれの人生があり、夢があり、愛する家族があった。この

当然の事実をかみしめる時、今なお、言葉を失い、ただただ、断腸の念を禁じ得ません。 これほどまで

の尊い犠牲の上に、現在の平和がある。これが、戦後日本の原点であります。 二度と戦争の惨禍を繰り

返してはならない。 事変、侵略、戦争。いかなる武力の威嚇（いかく）や行使も、国際紛争を解決する

手段としては、もう二度と用いてはならない。植民地支配から永遠に訣別し、すべての民族の自決の権利

が尊重される世界にしなければならない。 先の大戦への深い悔悟の念と共に、我が国は、そう誓いまし

た。自由で民主的な国を創り上げ、法の支配を重んじ、ひたすら不戦の誓いを堅持してまいりました。70

年間に及ぶ平和国家としての歩みに、私たちは、静かな誇りを抱きながら、 この不動の方針を、これか

らも貫いてまいります。 我が国は、先の大戦における行いについて、繰り返し、痛切な反省と心からの

お詫びの気持ちを表明してきました。その思いを実際の行動で示すため、インドネシア、フィリピンはじ

め東南アジアの国々、台湾、韓国、中国など、隣人であるア ジアの人々が歩んできた苦難の歴史を胸に

刻み、戦後一貫して、その平和と繁栄のために力を尽くしてきました。 こうした歴代内閣の立場は、今

後も、揺るぎないものであります。 ただ、私たちがいかなる努力を尽くそうとも、家族を失った方々の

悲しみ、戦禍によって塗炭の苦しみを味わった人々の辛い記憶は、これからも、決して癒えることはない

でしょう。 ですから、私たちは、心に留めなければなりません。 戦後、600 万人を超える引揚者が、ア

ジア太平洋の各地から無事帰還でき、日本再建の原動力となった事実を。中国に置き去りにされた 3000

人近い日本人の子どもたちが、無事成長し、再び祖国の土を踏むことができた事実を。米国や英国、 オ

ランダ、豪州などの元捕虜の皆さんが、長年にわたり、日本を訪れ、互いの戦死者のために慰霊を続けて

くれている事実 を。 戦争の苦痛を嘗め尽くした中国人の皆さんや、日本軍によって耐え難い苦痛を受

けた元捕虜の皆さんが、それほど 寛容であるためには、どれほどの心の葛藤があり、いかほどの努力が

必要であったか。 そのことに、私たちは、思いを致さなければなりません。 寛容の心によって、日本は、

戦後、国際社会に復帰することができました。戦後 70 年のこの機にあたり、我が国は、和解のために力

を尽くしてくださった、すべての国々、すべての方々に、心からの感謝の気持ちを表したいと思います。 

日本では、戦後生まれの世代が、今や、人口の 8 割を超えています。あの戦争には何ら関わりのない、私

たちの子や孫、 そしてその先の世代の子どもたちに、謝罪を続ける宿命を背負わせてはなりません。し



かし、それでもなお、私たち日本人 は、世代を超えて、過去の歴史に真正面から向き合わなければなり

ません。謙虚な気持ちで、過去を受け継ぎ、未来へと引き渡す責任があります。 私たちの親、そのまた

親の世代が、戦後の焼け野原、貧しさのどん底の中で、命をつなぐことができた。そして、現在の私たち

の世代、さらに次の世代へと、未来をつないでいくことができる。それは、先人たちのたゆまぬ努力と共

に、敵として熾烈（しれつ）に戦った、米国、豪州、欧州諸国をはじめ、本当にたくさんの国々から、恩

讐（おんしゅう）を越えて、 善意と支援の手が差しのべられたおかげであります。 そのことを、私たち

は、未来へと語り継いでいかなければならない。歴史の教訓を深く胸に刻み、より良い未来を切り拓 （ひ

ら）いていく、アジア、そして世界の平和と繁栄に力を尽くす。その大きな責任があります。 

私たちは、自らの行き詰まりを力によって打開しようとした過去を、この胸に刻み続けます。だからこ

そ、我が国は、いかなる紛争も、法の支配を尊重し、力の行使ではなく、平和的・外交的に解決すべきで

ある。この原則を、これからも堅く 守り、世界の国々にも働きかけてまいります。唯一の戦争被爆国と

して、核兵器の不拡散と究極の廃絶を目指し、国際社会 でその責任を果たしてまいります。 私たちは、

20 世紀において、戦時下、多くの女性たちの尊厳や名誉が深く傷つけられた過去を、この胸に刻み続け

ます。だからこそ、我が国は、そうした女性たちの心に、常に寄り添う国でありたい。21 世紀こそ、女

性の人権が傷つけられることのない世紀とするため、世界をリードしてまいります。 私たちは、経済の

ブロック化が紛争の芽を育てた過去を、この胸に刻み続けます。だからこそ、我が国は、いかなる国の 恣

意にも左右されない、自由で、公正で、開かれた国際経済システムを発展させ、途上国支援を強化し、世

界の更なる繁栄を牽引（けんいん）してまいります。繁栄こそ、平和の礎です。暴力の温床ともなる貧困

に立ち向かい、世界のあらゆる人々に、医療と教育、自立の機会を提供するため、一層、力を尽くしてま

いります。 私たちは、国際秩序への挑戦者となってしまった過去を、この胸に刻み続けます。だからこ

そ、我が国は、自由、民主主 義、人権といった基本的価値を揺るぎないものとして堅持し、その価値を

共有する国々と手を携えて、「積極的平和主義」 の旗を高く掲げ、世界の平和と繁栄にこれまで以上に貢

献してまいります。 終戦 80 年、90 年、さらには 100 年に向けて、そのような日本を、国民の皆様と共

に創り上げていく。その決意であります。 

 

戦後 80 年（2025 年）の内閣総理大臣石破茂の所感 

 

先の大戦の終結から、80 年がたちました。 この 80 年間、我が国は一貫して、平和国家として歩み、

世界の平和と繁栄に力を尽くしてまいりました。今日の我が国 の平和と繁栄は、戦没者をはじめとする

皆様の尊い命と苦難の歴史の上に築かれたものです。 私は、3 月の硫黄島訪問、4 月のフィリピン・カ

リラヤの比島戦没者の碑訪問、6 月の沖縄全戦没者追悼式出席及びひめゆり平和祈念資料館訪問、8 月の

広島、長崎における原爆死没者・犠牲者慰霊式出席、終戦記念日の全国戦没者追悼式出席を通じて、先の

大戦の反省と教訓を、改めて深く胸に刻むことを誓いました。 これまで戦後 50 年、60 年、70 年の節目

に内閣総理大臣談話が発出されており、歴史認識に関する歴代内閣の立場については、私もこれを引き

継いでいます。 過去三度の談話においては、なぜあの戦争を避けることができなかったのかという点に

はあまり触れられておりません。戦後 70 年談話においても、日本は 「外交的、経済的な行き詰まりを、

力の行使によって解決しようと試みました。国内の政治システムは、その歯止めたりえなかった」という



一節がありますが、それ以上の詳細は論じられておりませ ん。 国内の政治システムは、なぜ歯止めたり

えなかったのか。 第一次世界大戦を経て、世界が総力戦の時代に入っていた中にあって、開戦前に内閣

が設置した「総力戦研究所」や陸軍 省が設置したいわゆる「秋丸機関」等の予測によれば、敗戦は必然

でした。多くの識者も戦争遂行の困難さを感じていまし た。 政府及び軍部の首脳陣もそれを認識しな

がら、どうして戦争を回避するという決断ができないまま、無謀な戦争に突き進み、国内外の多くの無辜

の命を犠牲とする結果となってしまったのか。米内光政元総理の「ジリ貧を避けようとしてドカ貧にな

らぬよう注意願いたい」との指摘もあった中、なぜ、大きな路線の見直しができなかったのか。 

戦後 80 年の節目に、国民の皆様とともに考えたいと思います。 

 

 （大日本帝国憲法の問題点）  

まず、当時の制度上の問題が挙げられます。戦前の日本には、政治と軍事を適切に統合する仕組みがあ

りませんでした。 大日本帝国憲法の下では、軍隊を指揮する権限である統帥権は独立したものとされ、

政治と軍事の関係において、常に政治すなわち文民が優位でなくてはならないという「文民統制」の原

則が、制度上存在しなかったのです。 内閣総理大臣の権限も限られたものでした。帝国憲法下では、

内閣総理大臣を含む各国務大臣は対等な関係とされ、内閣総理大臣は首班とされつつも、内閣を統率す

るための指揮命令権限は制度上与えられていませんでした。 それでも、日露戦争の頃までは、元老が、

外交、軍事、財政を統合する役割を果たしていました。武士として軍事に従事した経歴を持つ元老たち

は、軍事をよく理解した上で、これをコントロールすることができました。丸山真男の言葉を借りれ

ば、「元老・重臣など超憲法的存在の媒介」が、国家意思の一元化において重要な役割を果たしていま

した。 元老が次第に世を去り、そうした非公式の仕組みが衰えたのちには、大正デ モクラシーの下、

政党が政治と軍事の統合を試みました。 第一次世界大戦によって世界に大きな変動が起こるなか、日

本は国際協調の主要な担い手の一つとなり、国際連盟では常任理事国となりました。1920 年代 の政府

の政策は、幣原外交に表れたように、帝国主義的膨張は抑制されていました。 1920 年代には、世論は

軍に対して厳しく、政党は大規模な軍縮を主張していました。軍人は肩身の狭い思いをし、これに対す

る反発が、昭和期の軍部の台頭の背景の一つであったとされています。 従来、統帥権は作戦指揮に関

わる軍令に限られ、予算や体制整備に関わる軍政については、内閣の一員たる国務大臣の輔弼事項とし

て解釈運用されていました。文民統制の不在という制度上の問題を、元老、次に政党が、いわば運用に

よってカバーしていたものと考えます。 

 

 （政府の問題） 

しかし、次第に統帥権の意味が拡大解釈され、統帥権の独立が、軍の政策全般や予算に対する政府及び

議会の関与・統制 を排除するための手段として、軍部によって利用されるようになっていきました。 

政党内閣の時代、政党の間で、政権獲得のためにスキャンダル暴露合戦が行われ、政党は国民の信頼を

失っていきました。1930 年には、野党・立憲政友会は立憲民政党内閣を揺さぶるため、海軍の一部と

手を組み、ロンドン海軍軍縮条約の批准を巡って、統帥権干犯であると主張し、政府を激しく攻撃しま

した。政府は、ロンドン海軍軍縮条約をかろうじて批准 するに至りました。 

しかし、1935 年、憲法学者で貴族院議員の美濃部達吉の天皇機関説について、立憲政友会が政府攻撃

の材料としてこれ を非難し、軍部も巻き込む政治問題に発展しました。ときの岡田啓介内閣は、学説



上の問題は、「学者に委ねるより外仕方がない」として本問題から政治的に距離を置こうとしましたが、

最終的には軍部の要求に屈して、従来通説的な立場とされていた天皇機関説を否定する国体明徴声明

を二度にわたって発出し、美濃部の著作は発禁処分となりました。 このようにして、政府は軍部に対

する統制を失っていきます。  

 

（議会の問題）  

本来は軍に対する統制を果たすべき議会も、その機能を失っていきます。 

国会で その最たる例が、斎藤隆夫衆議院議員の除名問題でした。斎藤議員は 1940 年 2 月 2 日の衆議

院本会議において、戦争の泥沼化を批判し、戦争の目的について政府を厳しく追及しました。いわゆる

反軍演説です。陸軍は、演説は陸軍を侮辱するも のだとこれに激しく反発し、斎藤議員の辞職を要求、

これに多くの議員は同調し、賛成 296 票、反対 7 票の圧倒的多数で斎藤議員は除名されました。 

これは議会の中で議員としての役割を果たそうとした稀有な例でしたが、当時の議事録は今もその 3

分の 2 が削除されたままとなっています。 議会による軍への統制機能として極めて重要な予算審議に

おいても、当時の 議会は軍に対するチェック機能を果たしていたとは全く言い難い状況でした。 

1937 年以降、臨時軍事費特別会計が設置され、1942 年から 45 年にかけては、 軍事費のほぼ全てが特

別会計に計上されました。その特別会計の審議に当たって予算書に内訳は示されず、衆議院・貴族院と

も基本的に秘密会で審議が行われ、審議時間も極めて短く、およそ審議という名に値するものではあり

ませんでした。 

戦況が悪化し、財政がひっ迫する中にあっても、陸軍と海軍は組織の利益と面子をかけ、予算獲得をめ

ぐり激しく争いました。 加えて、大正後期から昭和初期にかけて、15 年間に現役首相 3 人を含む多く 

の政治家が国粋主義者や青年将校らによって暗殺されていることを忘れてはなりません。暗殺された

のはいずれも国際協調を重視し、政治によって軍を統制しようとした政治家たちでした。 五・一五事

件や二・二六事件を含むこれらの事件が、その後、議会や政府関係者を含む文民が軍の政策や予算につ

いて自 由に議論し行動する環境を大きく阻害したことは言うまでもありません。 

 

（メディアの問題） 

もう一つ、軽視してはならないのはメディアの問題です。 1920 年代、メディアは日本の対外膨張に批判

的であり、ジャーナリスト時代の石橋湛山は、植民地を放棄すべきとの論陣を張りました。しかし、満州

事変が起こった頃から、メディアの論調は、積極的な戦争支持に変わりました。戦争報道が「売れた」か

らであり、新聞各紙は大きく発行部数を伸ばしました。 1929 年の米国の大恐慌を契機として、欧米の経

済は大きく傷つき、国内経済保護を理由に高関税政策をとったため、日本の輸出は大きな打撃を受けま

した。 深刻な不況を背景の一つとして、ナショナリズムが昂揚し、ドイツではナチスが、イタリアでは

ファシスト党が台頭しました。主要国の中でソ連のみが発展しているように見え、思想界においても、自

由主義、民主主義、資本主義 の時代は終わった、米英の時代は終わったとする論調が広がり、全体主義

や国家社会主義を受け入れる土壌が形成されていきました。 こうした状況において、関東軍の一部が満

州事変を起こし、わずか 1 年半ほどで日本本土の数倍の土地を占領しました。新聞はこれを大々的に報

道し、多くの国民はこれに幻惑され、ナショナリズムは更に高まりました。 日本外交について、吉野作

造は満州事変における軍部の動きを批判し、清沢洌は松岡洋右による国際連盟からの脱退を厳しく批判



するなど、一部鋭い批判 もありましたが、その後、1937 年秋頃から、言論統制の強化により政策への批 

判は封じられ、戦争を積極的に支持する論調のみが国民に伝えられるようにな りました。  

 

（情報収集・分析の問題） 

当時、政府をはじめとする我が国が、国際情勢を正しく認識できていたかも 問い直す必要があります。

例えば、ドイツとの間でソ連を対象とする軍事同盟を交渉している中にあって、1939 年 8 月、独ソ不可

侵条約が締結され、ときの平沼騏一郎内閣は「欧州の天地は複雑怪奇なる新情勢を生じた」として総辞職

します。国際情勢、軍事情勢について、十分 な情報を収集できていたのか、得られた情報を正しく分析

できていたのか、適切に共有できていたのかという問題がありま した。 

 

（今日への教訓） 

戦後の日本において、文民統制は、制度としては整備されています。日本国憲法上、内閣総理大臣その他

の国務大臣は文民でなければならないと定められています。また、自衛隊は、自衛隊法上、内閣総理大臣

の指揮の下に置かれています。 内閣総理大臣が内閣の首長であること、内閣は国会に対して連帯して責

任を負うことが日本国憲法に明記され、内閣の統 一性が制度上確保されました。 

さらに、国家安全保障会議が設置され、外交と安全保障の総合調整が強化されています。情報収集・分析

に係る政府の体制も改善されています。これらは時代に応じて、更なる進展が求められます。 政治と軍

事を適切に統合する仕組みがなく、統帥権の独立の名の下に軍部が独走したという過去の苦い経験を踏

まえて、制度的な手当ては行われました。他方、これらはあくまで制度であり、適切に運用することがな

ければ、その意味を成しません。 政治の側は自衛隊を使いこなす能力と見識を十分に有する必要があり

ます。現在の文民統制の制度を正しく理解し、適切 に運用していく不断の努力が必要です。無責任なポ

ピュリズムに屈しない、大勢に流されない政治家としての矜持と責任感を持たなければなりません。 自

衛隊には、我が国を取り巻く国際軍事情勢や装備、部隊の運用について、専門家集団としての立場から政

治に対し、積極的に説明し、意見を述べることが求められます。 政治には、組織の縦割りを乗り越え、

統合する責務があります。組織が割拠、対立し、日本の国益を見失うようなことがあってはなりません。

陸軍と海軍とが互いの組織の論理を最優先として対立し、それぞれの内部においてすら、軍令と軍政 と

が連携を欠き、国家としての意思を一元化できないままに、国全体が戦争に導かれていった歴史を教訓

としなければなり ません。 

 

政治は常に国民全体の利益と福祉を考え、長期的な視点に立った合理的判断 を心がけねばなりません。

責任の所在が明確ではなく、状況が行き詰まる場合には、成功の可能性が低く、高リスクであっても、勇

ましい声、大胆な解決策が受け入れられがちです。海軍の永野修身軍令部総長は、開戦を手術にたとえ、

「相当の心配はありますが、この大病を癒すには、大決心をもって、国難 排除に決意するほかありませ

ん」、「戦わざれば亡国と政府は判断されたが、 戦うもまた亡国につながるやもしれぬ。しかし、戦わず

して国亡びた場合は魂まで失った真の亡国である」と述べ、東条英機陸軍大臣も、近衛文麿首相に対し、

「人間、たまには清水の舞台から目をつぶって飛び降りることも必要だ」と迫ったとされています。この

ように、冷静で合理的な判断よりも精神的・情緒的な判断が重視されてしまうことにより、国の進むべき

針路を誤った歴史を 繰り返してはなりません。 政府が誤った判断をせぬよう、歯止めの役割を果たす



のが議会とメディアです。 

 

国会には、憲法によって与えられた権能を行使することを通じて、政府の活動を適切にチェックする役

割を果たすことが 求められます。政治は一時的な世論に迎合し、人気取り政策に動いて国益を損なうよ

うな党利党略と己の保身に走っては決してなりません。 使命感を持ったジャーナリズムを含む健全な言

論空間が必要です。先の大戦でも、メディアが世論を煽り、国民 を無謀な戦争に誘導する結果となりま

した。過度な商業主義に陥ってはならず、偏狭なナショナリズム、差別や排外主義を 許してはなりませ

ん。 安倍元総理が尊い命を落とされた事件を含め、暴力による政治の蹂躙（じゅうりん）、自由な言論を

脅かす差別的言辞は決して容認できません。 これら全ての基盤となるのは、歴史に学ぶ姿勢です。過去

を直視する勇気と誠実さ、他者の主張にも謙虚に耳を傾ける寛容さを持った本来のリベラリズム、健全

で強靭な民主主義が何よりも大切です。 ウィンストン・チャーチルが喝破したとおり、民主主義は決し

て完璧な政治形態ではありません。民主主義はコストと時間を必要とし、ときに過ちを犯すものです。 

だからこそ、我々は常に歴史の前に謙虚であるべきであり、教訓を深く胸に刻まなければなりません。 

自衛と抑止において実力組織を保持することは極めて重要です。私は抑止論を否定する立場には立ち得

ません。現下の安全保障環境の下、それが責任ある安全保障政策を遂行する上での現実です。 同時に、

その国において比類ない力を有する実力組織が民主的統制を超えて暴走することがあれば、民主主義は

一瞬にして崩壊し得る脆弱なものです。一方、文民たる政治家が判断を誤り、戦争に突き進んでいくこと

がないわけ でもありません。文民統制、適切な政軍関係の必要性と重要性はいくら強調してもし過ぎる

ことはありません。政府、議 会、実力組織、メディアすべてがこれを常に認識しなければならないので

す。 斎藤隆夫議員は反軍演説において、世界の歴史は戦争の歴史である、正義が勝つのではなく強者が

弱者を征服するのが戦争であると論じ、これを無視して聖戦の美名に隠れて国家百年の大計を誤ること

があってはならないとして、リアリズムに 基づく政策の重要性を主張し、衆議院から除名されました。 

翌年の衆議院防空法委員会において、陸軍省は、空襲の際に市民が避難することは、戦争継続意思の破綻

になると述べ、これを否定しました。 

どちらも遠い過去の出来事ではありますが、議会の責務の放棄、精神主義の横行や人命・人権軽視の恐ろ

しさを伝えて余りあるものがあります。歴史に正面から向き合うことなくして、明るい未来は拓けませ

ん。歴史に学ぶ重要性は、我が国が戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に置かれている今こそ、再認識さ

れなければなりません。 戦争の記憶を持っている人々の数が年々少なくなり、記憶の風化が危ぶまれて

いる今だからこそ、若い世代も含め、国民一人一人が先の大戦や平和のありようについて能動的に考え、

将来に生かしていくことで、平和国家としての礎が一層強化されていくものと信じます。 私は、国民の

皆様とともに、先の大戦の様々な教訓を踏まえ、二度とあのような惨禍を繰り返すことのないよう、能う

限りの努力をしてまいります 

 


